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兵庫県地域防災計画（大規模事故災害対策計画）

本計画は、風水害等対策計画、地震災害対策計画、海上災害対策計画、原子力等防災計
画、大規模事故災害対策及び資料編から構成される兵庫県地域防災計画のうち、大規模事
故災害対策計画を記載したものである。
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知事は、非常事態の場合において、緊急の必要があるときは、災害防禦の措置に関し、必要な指示

をすることとする。

③ 消防庁長官への応援要請（消防組織法第44条）

知事は、県内の消防力で対応が困難な場合、消防庁長官に対し、緊急消防援助隊(特殊災害部隊等)、

大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱に基づくヘリコプターの応援を要請することと

する。

ただし、消防庁長官は、都道府県の要請を待ついとまがない場合、要請を待たずに応援のための措

置を求めることとする。

連絡先

消防庁応急対策室 （夜間・休日）

TEL ０３－５２５３－７５２７ TEL ０３－５２５３－７７７７

衛星０４８－５００－７５２７ 衛星０４８－５００－７７８２

(2) 関係機関との連携

① 消防及び警察の相互協力（消防組織法第24条）

消防及び警察は、県民の生命、身体及び財産の保護のために相互に協力することとする。

② 消防及び自衛隊の相互協力（大規模災害に際しての消防及び自衛隊の相互協力に関する協定（消防

庁、防衛省））

ア 連絡調整責任者

消防側 県防災監、神戸市消防局長

自衛隊側 第３特科隊長

イ 情報交換内容

・ 大規模事故災害の状況に係る情報

・ 救援活動の態勢に係る情報

・ その他消防及び自衛隊の任務遂行に資する情報

７ 市町の措置

(1) 災害対策基本法に基づく応援要請

① 知事等に対する応援要請（災害対策基本法第68条）

② 他の市町長に対する応援要請（災害対策基本法第67条）

指定地方行政機関の長や他の市町長に対する長期にわたる職員派遣の要請及び知事のあっせんについ

ては、災害対策基本法第29条～第30条第１項、地方自治法第252条の17の規定による。

(2) 周辺市町との連携

① 事故発生地の周辺市町は、必要に応じて、問い合わせ窓口の設置、支援情報の提供、こころのケア

の実施等にあたることとする。

② 県及び事故発生地の市町は、当該市町の周辺市町等との情報共有に努めることとする。

③ 周辺市町は、必要に応じて、事故発生地の市町の災害対策本部に職員を派遣し、連絡調整を図るな

ど、事故発生地の市町との連携強化に努めることとする。
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(2) 要請先等

① 要請先

区 分 あ て 先 所 在 地

陸上自衛隊 阪神地域への派遣････第３師団長 伊丹市広畑１の１
上記以外の地域への派遣････第３特科隊長 姫路市峰南町１番70号

海上自衛隊 阪神基地隊司令 神戸市東灘区魚崎浜町37

航空自衛隊 （第３師団長経由）

（注）阪神地域とは７市１町（尼崎、西宮、芦屋、伊丹、宝塚、川西、三田の各市及び

猪名川町）を指す。

② 連絡先

電 話 番 号
区 分

勤 務 時 間 内 勤 務 時 間 外

（災害対策本部設置時） (078)362-9900（時間内外とも）
災害対策本部事務局 FAX(078)362-9911～9912（時間内外とも）

県
（災害対策本部未設置時） (078)362-9988 (078)362-9900
災害対策課（防災係） FAX (078)362-9911～9912 FAX (078)362-9911～9912

第３師団 (072)781-0021 (072)781-0021
（第３部防衛班） 内線 424,333 内線 301（当直幕僚）3735,3734

2724 3301（司令部当直）FAX 233
自 ※ FAX 233 ※2724

第３特科隊 (0792)22-4001～2 (0792)22-4001～2
（第３科） 内線 235,238 内線 302（当直司令）

衛 FAX 239 FAX 398

第３６普通科連隊 (0727)82-0001 (0727)82-0001
（第３科） 内線 4030,4032 内線 4004（当直司令）

隊 FAX 4034 FAX 4034

阪神基地隊 (078)441-1001 (078)441-1001
（警備科） 内線 230 内線 220（当直幹部）

FAX 239 FAX 233

注）緊急文書をＦＡＸで送信する場合は、事前又は事後にその旨電話連絡し、確実性を期

すること。
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大阪府豊中市

名 称 所 在 地 電 話 備 考

06-6843-0101
市 立 豊 中 病 院 豊中市柴原町４丁目１４－１ 救 急 指 定

(夜間) 0103

小 西 病 院 豊中市曽根東町２丁目９－14 06-6862-1701 〃

豊 中 ひ か り 病 院 豊中市服部豊町１丁目５－12 06-6862-1137 〃

上 田 病 院 豊中市庄内幸町４丁目28－12 06-6334-0831 〃

豊 中 平 成 病 院 豊中市原田中１丁目16－18 06-6841-3262 〃

総 合 坂 本 病 院 豊中市庄内東町２丁目７－13 06-6332-0131 〃

さ わ 病 院 豊中市城山町１丁目９－１ 06-6865-1211 〃

豊 中 渡 辺 病 院 豊中市服部西町３丁目１－８ 06-6864-2301 〃

曽 根 病 院 豊中市曽根東町３丁目２－18 06-6862-9251 〃

大阪脳神経外科病院 豊中市庄内宝町２丁目６－23 06-6333-0080 〃

小 曽 根 病 院 豊中市豊南町東２丁目６－４ 06-6332-0135 〃

刀 根 山 病 院 豊中市刀根山５丁目１－１ 06-6853-2001 〃

大阪府池田市

名 称 所 在 地 電 話 備 考

市 立 池 田 病 院 池田市城南町３丁目１－１８ 0727-51-2881 救 急 指 定

巽マックシール病院 池田市天神１丁目５－22 0727-61-8024

池 田 回 生 病 院 池田市建石町８－47 0727-51-8001

(3)但馬国際空港周辺の主要医療機関
（平成14年４月現在）

名 称 所 在 地 電 話 備 考

公 立 豊 岡 病 院 豊岡市戸牧１０９４ 0796-22-6111 救 急 指 定

公 立 日 高 病 院 城崎郡日高町岩中81番地 0796-42-1611 救 急 指 定
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２ 兵庫県防災会議運営規程

（目的）

第１条 この規程は、兵庫県防災会議条例（昭和37年兵庫県条例第43号）第５条の規定に基づき、

兵庫県防災会議（以下「防災会議」という。）の議事その他会議の運営に関し、必要な事項を定

めることを目的とする。

（招集）

第２条 防災会議は、会長が招集し、その会議の議長となる。

（欠席）

第３条 委員は、事故その他やむをえない事由により防災会議に出席できないときは、あらかじめ

その旨を会長に届け出なければならない。

２ 前項の場合において、委員は、その所属する機関の職員を代理人として防災会議に出席させる

ことができる。

（会議）

第４条 防災会議は、年度の当初及び防災に関し、会議の必要が生じたときに開くものとする。

（報酬）

第５条 委員（県の職員である委員を除く。）が防災会議に出席したときは、報酬を支給する。

２ 前項の報酬の額は、委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和35年兵庫県条例第

24号）の規定に定める額とする。

３ 第３条第２項の規定に基づき、代理人が防災会議に出席したときは、代理人に対して、委員と

同額の報酬を支給する。

（旅費）

第６条 委員が防災会議に出席したときは、旅費を支給する。

２ 前項の旅費の額は、委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和35年兵庫県条例第

24号）の規定により行政職８級の職務にある者に対して支給する額に相当する額とする。ただし、

県の職員である委員については、当該職員の職務の級に基づく額とする。

３ 第３条第２項の規定に基づき、代理人が防災会議に出席したときは、代理人に対して、旅費を

支給する。この場合において、代理人の格付けは、委員本人と同様とする。ただし、県の職員で

ある代理人については、当該職員の職務の級とする。

（議事の特例）

第７条 防災会議の議案で、一部の特定の機関にのみ関係のある事案については、会長が適宜の方

法により関係のある委員と協議して決することができる。

２ 会長は、前項の規程により協議して決した事項は、次の防災会議にその旨を報告するものとす

る。
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（専決処分等）

第８条 会長は、防災会議が処理すべき事項のうち、次の各号の一に該当するときは、別記の事項

について専決処分することができる。

(1) 会長において、防災会議を招集する暇がないと認めるとき

(2) 軽易な事項で、すみやかな措置を要するとき

２ 会長は、前項の規定による処置については、次の防災会議にその旨を報告するものとする。

（異動報告）

第９条 委員又は幹事は、異動等により変更があったときは、後任者がその職氏名及び異動年月日

を速やかに会長に報告しなければならない。

（幹事会）

第10条 防災会議の幹事をもって、幹事会を組織する。

２ 幹事会は、防災会議の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐し事務を推進する。

３ 幹事会は、会長が招集する。

４ 幹事の任期は、２年とする。ただし、補欠の幹事の任期は、その前任者の残任期間とする。

５ 前項の幹事は、再任されることができる。

（常任幹事）

第11条 幹事会に、常任幹事若干人を置く。

２ 常任幹事は、会長が指名する。

３ 常任幹事は、幹事会において委任された事項を処理する。

（準用規定）

第12条 幹事会の会議については、第３条から第６条の規定は、幹事会に準用する。

附 則

この規程は、昭和38年５月24日から施行する。

附 則

この規程は、昭和62年７月７日から施行する。

附 則

この規程は、平成12年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、平成18年６月28日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の規定第１０条第４項にかかわらず、施行日に就任している幹事の任期は、同日に就任

している委員の任期満了の日までとする。
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別記

１ 兵庫県防災計画に基づき、その実施を推進すること。

（災害対策基本法（以下「法」という｡）第14条）

２ 災害に関する情報を収集すること。（法第14条）

３ 災害応急対策及び災害復旧に関し、関係機関相互の連絡調整を図ること。（法第14条）

４ 非常災害に際し、緊急措置に関する計画を作成し、その実施を推進すること。（法第14条）

５ 関係機関の長に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めること。

（法第21条）

６ 災害対策本部の設置について、知事に意見の具申をすること。（法第23条）

７ 市町村防災計画の作成又は修正について、知事に意見の具申をすること。（法第42条）
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３ 兵庫県防災会議専門委員会運営要綱

（目的）

第１条 この要綱は、兵庫県地域防災計画にかかる地震災害対策、風水害等対策、海上災害対策、原子

力災害対策及び大規模事故災害対策のそれぞれについて専門的見地から調査、検討するため、兵庫県

防災会議（以下「防災会議」という。）に設置した次の専門委員会（以下「委員会」という。）の運

営について必要な事項を定めるものとする。

(1) 地震災害対策計画専門委員会

(2) 風水害等対策計画専門委員会

(3) 海上災害対策計画専門委員会

(4) 原子力防災計画専門委員会

(5) 大規模事故災害対策計画専門委員会

（検討事項）

第２条 委員会は、地震災害対策、風水害等対策、海上災害対策、原子力災害対策及び大規模事故災害

対策に関する次の事項について、専門的見地から調査、検討する。

(1) 地震災害対策計画専門委員会

(ｱ) 兵庫県南部地震の分析に関すること

(ｲ) 地震による被害想定に関すること

(ｳ) 地震災害にかかる予防対策、災害応急対策等に関すること

(ｴ) その他地域防災計画（地震災害対策計画）の作成に関し必要なこと

(2) 風水害等対策計画専門委員会

(ｱ) 風水害等にかかる予防対策、災害応急対策等に関すること

(ｲ) その他地域防災計画（風水害等対策計画）の作成に関し必要なこと

(3) 海上災害対策計画専門委員会

(ｱ) 海上災害にかかる予防対策、災害応急対策等に関すること

(ｲ) その他地域防災計画（海上災害対策計画）の作成に関し必要なこと

(4) 原子力防災計画専門委員会

(ｱ) 原子力災害にかかる予防対策、災害応急対策等に関すること

(ｲ) その他地域防災計画（原子力防災計画）の作成に関し必要なこと

(5) 大規模事故災害対策計画専門委員会

(ｱ) 大規模事故災害にかかる予防対策、災害応急対策等に関すること

(ｲ) その他地域防災計画（大規模事故災害対策計画）の作成に関し必要なこと

（組織）

第３条 委員会は、兵庫県防災会議会長（以下「会長」という。）が指名する防災会議専門委員をもっ

て次のとおり構成する。

(1) 地震災害対策計画専門委員会 20人以内

(2) 風水害等対策計画専門委員会 10人以内

(3) 海上災害対策計画専門委員会 10人以内
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(4) 原子力防災計画専門委員会 10人以内

(5) 大規模事故災害対策計画専門委員会 10人以内

２ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員のうちから会長が指名する。

３ 委員長は、委員会の事務を掌理し、委員会を総括する。

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理

する。

（会議）

第４条 委員会は、必要に応じ委員長が招集する。

２ 委員長は、必要があると認めるときは、防災会議の委員、専門委員、幹事及びその他の関係者の出

席を求めることができる。

（報告）

第５条 委員長は、防災会議に議事の経過または結果を報告するものとする。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、兵庫県企画管理部防災企画局防災計画課において処理する。

（雑則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成７年３月25日から施行し、専門事項に関する調査の完了をもって終了する。

附 則

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成10年３月７日から施行する。

附 則

この要綱は、平成12年６月28日から施行する。

附 則

この要綱は、平成13年８月27日から施行する。
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４ 大規模事故災害対策計画

専門委員会委員名簿

（五十音順 ◎委員長 ○副委員長）

氏 名 役 職

井 伊 久美子 兵庫県立看護大学看護学部教授

○ 石 井 曻 神戸大学医学部教授、神戸大学医学部附属病院救急部長

岡 田 勝 也 国士舘大学工学部教授

◎ 木 下 冨 雄 国際高等研究所フェロー、京都大学名誉教授

児 玉 正 浩 キソー化学工業株式会社代表取締役

寺 田 博 之 （財）航空宇宙技術振興財団理事

森 津 秀 夫 流通科学大学情報学部教授
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